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    This study analyses the tertiarization of the industrial conflict in Italy. From the mid-

1970s, strikes became demonstrative with a decline in the number of days lost, but also with 

a large number of workers involved. This change seemed to be associated with the increase 

in conflict in the public sector and the services. It is true that public service employees can 

replace manual workers in the forefront of militancy. 

    Especially, it attempts to account for the characteristics of public sector labor rela-

tions and its regulating institutions in the 80s. It helps to explain why the industrial conflict 

is recently concentrated in this sector. Moreover, it is discussed what and why is the growth 

of rank-and-file activist groups (COBAS), among skilled or professional  ones autonomous of 

the unions in the public sector.

1.は じめ に

イタリアは、ス トライキの多い国として有名である。何れの年代 をとってもEC諸 国の中では

最 多であり、国際統計上でもイタリアを越えるのは、オース トラ リア、ニュージーラン ドの雇用

者10万 人当た りのス トライキ件数 ぐらいである。 しかし、イタリア国内の統計 を歴史的に検討す

ると、EC諸 国の多 くの国に共通する トレン ドがみられる。80年 代は、70年 代に比べて総体 とし

てのス トライキが減少 し(件数、参加人員および労働損失日数)、 かつ工業部門のス トライキが減

少し、代わって公共サー ビス部門のそれが増加 したことである。

EC諸 国のス トライキ(件 数)に 占める工業部門の割合は、70年 代の約50%か ら80年代の1/3に

低減 している。他方、その中の5つ の国では公共部門の占める比率が全体の数%か ら1/5-1/10を

占めるに至っている(ILO統 計)。 イギ リスでは、教員(85-7年)、 通信・電話(87年)、 郵便(88

年)そ して地方自治体(89年)の 大争議の発生、 ドイツでは、15年 ぶ りの公務貝のス トライキ(91

年)を 経験 している。 また、フランスでも.86年11月、政府の大学教育改革に反対する高校生や大

学生の大規模 な異議 申し立て運動に始まって、12月 から翌年1月 にかけての鉄道、パ リ都市交通

機関、電気の公共サービス部門、その後の教師、航空管制官や看護婦などのス トライキが観察 さ

れる(1)。したがって、程度の差はあれ労使紛争のサー ビス化 は、イタリア固有の現象ではないとい

える。
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イタリアの1969年 「熱い秋」(2)から始まる70年代 も、三大労組(CGIL、CISL、UIL)(3)の 組織的

拠点である工業部門が労使紛争発信の中心であったが、80年 代にはいると、全産業 レベルにおけ

るス トライキは減少 しはじめ、 とくに80年 代後半にはその中心が工業部門か ら公共サービス部門

に移行する。就中、 これらス トライキを含む紛争の発信者は、1987-8年 の教員や機関士などか

ら始まったCOBASコ バス(Comitatodibase、 底辺委員会)と 呼ばれる三大労組の枠外で誕生 し

た自主的グループであった。COBASの リーダーたちの多くは集合行動の経験者であったが、その

産声をあげてか ら極めて短期間に紛争への同調者 を獲得 し、また伝統的紛争にはない新奇な紛争

テクニ ックおよびその組み合わせを駆使することによって、世論やマスコ ミの関心を引 きつける

と同時に、紛争当事者の範囲を拡大 した(デ モンス トレーション効果)。

さらに87年 の紛争の高いうね りに登場 した人々は、外交官、医師などのエ リー トか らD級 プロ・

サッカー選手、墓地管理人(地 方公務員)ま で含む雑 多な職業階層によって構成されていた。そ

の大半がホワイ トカラーの新中間層である。EC諸 国でも80年代に、ホワイ トカラーや管理職の

労組への組織化が進展している国は稀ではない。 しか し、エリー トが集合行動によって異議 申し

立てを行ったり、ホワイ トカラーが入れ替わり労使紛争の主人公になるのは前代未聞であ り(後

者に関 しては、既述の通 り80年代後半のフランス、イギリスの例 を除 くと)、イタリアにおいても

経験がない。この徴候の源流 とも見 られる1980年 、フィアット自動車の下級管理職が組織 した ト

リノの「4万 人行進」(4)は、労使紛争の主人公ではなくブルーカラーの紛争行為に対す る異議 申し

立てであった点で異なる。だが、70年 代のブルー カラーを基礎にした階級的平等主義に対 して、

80年代後半のホワイ トカラーの職業間不平等主義 という同質の根 をもっているといえよう。

公共部門であっても自主規制に委ね、ス トライキの法的規制に反対 し続けてきた三大労組は、

自らの組織的管理 ・統制の及ばないこのような自然発生的争議に直面 して、法的規制案実現への

水路を開けるに至 った。このような80年 代下半期 に集中する公共サービス部門におけるス トライ

キの多発化 を背景に、「不可欠公共サー ビス部門におけるス トライキ規制法」(1990年6月12日 制

定 ・法律第146号 、以下 「ス ト規制法」 と表示)が 成立した。

本稿のね らいは、イタリアの労使紛争主体が工業部門のブルーカラーから公共サー ビス部門の

ホワイ トカラーに移行 し、何故に、その紛争が既成労使の枠外から発信 され、80年 代後半に集中

したのかを考察することにある。まずス トライキの動向およびその性格に関する時系列変化、お

よび 「労使紛争のサービス化」概念を明 らかにし、次いで、公共サー ビス部門の労使紛争が80年

代に集中した原因と思われるその労使関係制度の性格 とその変化について分析す る。 さらに、勤

労者の利害の断片化 と既成労組の代表能力の危機の意味を、教員COBASの 運動形成過程 を通 し

て考える。最後に、紛争発信者の要求か ら紛争の主観的要因を考察 したい。

2.ス トライキの推移

80年代におけるイタ リアのス トライキの特徴は、第一に、全産業 レベルにおいて量的には件数、

参加人員お よび労働損失 日数 ともに減少 していること。それは工業部門の減少に大 きく依ってい

る。第二に、産業別にみるス トライキ実施主体が、工業部門か ら公務員を中心 とするサー ビス部

門に移行 したこと。その結果、ホワイ トカラーのス トライキ参加者の比重が高まったことである。

統計による中 ・長期的なス トライキの推移 をみると、絶対数では争p件 数および労働損失 日数

は、60年 代に入って増加 し、「熱い秋」の前年68年 から70年代中葉 までの時期 を頂点に以後減少に

向かい、 とくに80年 代にはその傾向が著 しく促進 される。それとは対照的にス トライキ参加者数

は、60年 代後半か ら増えは じめ、前二者とは逆に70年代 中葉か らさらに加速化 される。そして、

これら三つのいずれの指標も80年代中葉から戦後最低の記録を記すようになる。
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表1ス トライキ形態の時系列的変化

1952-58

1959-67

1968-73

1974-80

1981-89

頻 度

16.92

25.32

32.60

21.77

10.76

平 均 規 模

1,173

844

1,260

2,789

1,966

平 均 危 機 度

2.81

4.49

3.73

1.83

1.53

(注)政 治 ス トは含 まれない。(出 典)ISTATよ り作成
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平均危機度

1

低 ←

第二次産業の団体交渉

労組活動家の 労 使 紛 争 の 分 散(ミ クロ)化

アイデ ンティティの 確 認

1959-67 B C1968-73

1950s A D1980s1974-80

労組勢力の未成熟 労 使 紛 争 の サービ ス化

発信地が公共 紛争の示威化

サービ ス部 門 へ

平均規模 → 高

図1労 使紛争の時代区分 とその性格

50年代初頭か ら80年代末(5)までを、平均規模、平均危機度、頻度の三指標 にもとついて区分 した

(表1、 図1)。 平均規模(ス トライキ参加者数÷ス トライキ件数)、 平均危機度(労働損失 日数÷

ス トライキ参加者数)そ して頻度(雇 用者10万 人当た りのス トライキ件数)と もに低 レベルにあ

った50年代は、過剰労働力、労働組合の低組織化などを背景 として使用者の攻勢対労働組合の守

勢の関係にあ り、労使交渉を支える武器や政治的圧力として集約される世論の表現 としての役割

とはなりえなかった。次の時期(59-67年)に は、頻度 を1/3増や し、倍近 く増加 した平均危機度

は戦後最高のレベルに達 しているが、平均規模は前の時期 よりも減少 している。「イタ リア経済の

奇跡」 とよばれた戦後第一の経済成長は、労働市場 を好転させ労働組合 を攻撃的姿勢に転化 させ

たが、未だ組織力に結びついた大衆的基盤を形成できず、使用者側の非妥協的な厚い壁に直面せ

ざるをえなかった。したがって、低い平均規模、深刻な平均危機度は、イデオロギー的に も堅固

な組合活動家の抵抗的活動の証 として表現された と考えられる。

第三期(68-73年)の 高いレベルを維持 した平均規模 および平均危機度は、69年 「熱い秋」に

代表される大衆的集合運動の高揚とそれを労働組合の組織化に蓄積 した結果である。それは、第

二次産業部 門の労働協約を軸 とする労使交渉力の背景 として作用 した。広範な大衆的動貝を背景

に、ラジカルな闘争形態 と企業 レベルの紛争が多様化 し、労使関係 と紛争 を分権化に導 くと同時

に、 このような ミクロ(局 地)的 紛争の集積が、平均危機度 を高めたといえる。

一67一



紛争のサー ビス化 を示す徴候は、第四期(74-80年)か ら観察 される。すなわち、頻度および

平均危機度を各々約43%、33%減 じているのに対し、平均規模は約倍増 している。ス トライキの

頻度は減少 し、 しかも短期間で終息する全国規模の大衆的デモを伴 うそれへ と変化する。 しか も

紛争の場は、企業 システムか らその外へ、政治の舞台へ と移行する。労働組合の活動家 を中心 と

した自らの激 しく強い力によって直接的に使用者一企業システムに打撃を与えようとす る第二期、

第三期 とは異なって、自己の力量 と支持勢力 を示威することが目的となる。

このような紛争の量、質および形態の変化に影響 を与える主要な要因として、ボル ドーニャL.

Bordognaは 労使関係モデルの転換 を指摘する(6)。すなわち厂紛争的一多元的モデル」から厂ネオ・

コーポラティズム型モデル」(7)への転換である。労使関係の構造化 と公式化の程度が低 く、分権化

の程度が高 く、かつ政治的領域 よりも経済的市場の領域 において作用する力が著 しい対立型の

紛争的性格 を有す る前者は、69年 「熱い秋」 を前後 とする時期に確認された。代わって70年 代 中

葉より登場する後者では、かなりの程度の構造化、公式化が進む。そして三大労組の中央組織に

よる調整的役割(政 治的、かつ労働協約上の要求の範囲においても)の 強化に基づ く集権化がは

かられ、 また、行為の対象領域は経済的市場 よりも政治的市場が優先され る。

労働協約 に対す る団体交渉より政治的交換 を志向するか らには、労働組合にとって も紛争のコ

ン トロールが愁眉の課題 となり、その結果、次節で述べるように紛争に対す る法的規制の論議 と

ともに政治的規制が、この時期に開始 される。それには、80年 代に頂点をきわめる公務員の紛争

の高揚 も与っている。

第五期(80年 代)は 、ス トライキに関するか ぎりでは前期の70年代後半の特徴 をより純化 した

現象を呈 している。頻度は前期 よ りほぼ半減 し、平均危機度は80年代後半に半減以下 となるのに

対して、平均規模は微増ながら増大 している。 さらに、図2に みるように、紛争のサー ビス化 の

重要な指標である全産業に占める第三次産業の比率が増大 してい く。しか し、労使関係 の「ネオ・

コーポラティズム型モデル」が終焉 し、労使関係の再分権化が始 まるが、ス トライキの量と形態

は第三期のそれに復帰することはない。

a.ス トライキ件数

b.ス トライキ参加 人貝

c.労 働 損失 日数

50% 0

(注)・ 第一次産業(図 では省略)も 含めた構成比。

・年代区分の構成比は、各年の構成比の平均である。

(出典)ISTATよ り作成

50%

図2ス トライキの産業別構成

・:



ここで改めて、紛争のサー ビス化の定義 とそれを構成する要因について触れておきたい。70年

代後半(第 四期)に 現れたのは、紛争のデモンス トレーション化 とも呼ばれる要因である。工業

生産の拠点における労働の中断を主とした、 したがって限定 された行為者によって長期化する第

三期 までの紛争 とは異なって、頻度および平均危機度の減少に示されるように短期化す ると同時

に、平均規模の増大が示す行為者の範囲は拡大される。それまでの企業 レベルの紛争に代わって、

街頭での示威的な性格をもつ大量動貝による全国的規模の紛争 として登場する。いわば、敵手 と

しての使用者に直接的に向か うのではなく、「政治システム と世論 を第一の対話者」(8)とす るデモ

ンス トレーション効果を射程においた紛争へ と、紛争それ自体の性格が転換 した。

80年代(第 五期)に おけるサー ビス化の中心は、紛争発生地が第二次産業から第三次産業へ と

移行 したことにあ り、産業構造ならびに雇用構造のサー ビス化の進展に随伴する構造的変化であ

る(第三次産業の雇用人口は、80年 の52.2%か ら90年の58.9%に 増加)。 この生産からサー ビスへ

の移行 という構造的要因には、当然なが ら単なるサービス部門およびその構成要員の量的肥大化

以上に、脱工業化社会論やサー ビス社会化の論者が指摘するサービス部門の社会的重要性 と中心

的役割の増大が大きな意味 をもつ。生産、分配を問わず地域、産業および部門などの内外で各々

の相互依存 と連結が不可避 とな り、サービス機能は決定的な重要性をおびる。CGILの 理論家アッ

コルネロA.Accorneroは 、「紛争の機能的移転」(9)と呼び、サービス部門における労働放棄が従来

よりまして間接的、直接的に混乱 と不快 を人々に与えると指摘する。このような状況の変化に対

応して第二次産業における紛争行為者は、生産の停止に留まらず製品の搬出一搬入の封鎖 とい う
一定のサービスに打撃を与える新 しい戦術 を生みだした(1°)。

紛争のサー ビス化の特徴であるストライキの量的減少 と参加人口の拡大の中、前者 を現出した

要因 として、アッコルネロは次の四点を挙げている(11)。まず、制度的要因として紛争行使に対す

る制限、罰則規定の存在や導入。経済的要因 としてサー ビス部門の企業 ・組織、従業員の分散的

状況。 もともと労働組合の浸透度が低いサービス部門であるが、工業部門に比べて一事業所当た

りの従業者が少なく、職業 ・職種構成が幅広 く相互に異質的な性格 を有 している。 したがって、

労働放棄を組織し実行す るのは容易ではない。社会的要因 として女性、高学歴者の比率が高い。

政治的要因として組合組織率ならびに戦闘性の度合いが低い。これ らのまた他 の諸要因がさまざ

まに絡み合い、相互に影響 を及ぼ しあう。

3。 公共サー ビス部門の労使 関係 とス トライキ規制

労働法学者 トレウT.Treuは 、労働法による労働関係の伝統的な規制 は、静態的かつ事後的ex

postに 行われていた。このように事後的に結果を修繕するのではな く、事前的exanteに 推移に影

響 を与える新 しいコン トロールの形態が求め られると指摘する(12)。そのために紛争の安定化に対

して、協調的な所得政策ならびに労働者、労働組合の参加 ・協議形態の有無が重視される。いわ

ば合意の形成によって、不和、衝突の原因を軽減す るか、少な くともそれを回避するコーポラテ

ィズム ・モデルの採用である。

同 じくトレウによれば、紛争のコン トロールと規律の形態に対す るコーポラティズム ・モデル

志向は、70年 代におけるEC諸 国に共通する特徴である。すなわち、EC諸 国の紛争規制者は、

こぞって規律の制定 を自制する態度 を維持したが、80年 代の初頭には、状況が逆転する。 しか し、

この逆転は一様に現象したのではない。経済的に強力かつ政治的に安定 した国と政治システムお

よび労使関係が強固ではない国、ス トライキに対する司法の規律が厳格 な国と不確定な国、労使

関係の制度化 と公式化 をとくに70年代に高めた国とそうでない国が分岐する。ほとんどの点で後

者に該当するのが、 イタリア、フランス、イギ リスである。イギリスではサ ッチャー型ネオ ・リ
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ベ ラリズムに沿って集合行動に対する保護規定が取 り払われる(13)。

イタリアにおけるス トライキの法的規制の論議は、1947年 の制憲議会(14)に遡 るが、ほぼ30年 経

過 した後、その論議の再燃が始まる。第一段階は、75年 夏一秋におけ る公務員、公共サービス部

門従事者の紛争の生起に付随して論議が開始される。すなわち憲法第40条 第2項 に記載 されるス

トライキ権行使の法的制限の実現 として法的規制を考える推進派 と、ス トライキ権の保障のため

に行動規範および 自己規律の制度化を主張する労働組合側 との対立 として現れた。80年 代初頭に

は、交通部門の紛争管理の一環として運輸大臣の勧告や厳 しい措置(短 時間のス トライキの実施

に対して も一 日分の賃金カットなど)(15)がとられるようになった。他方、労組側は公共サービス

部門におけるス トライキの自主規制法の制定を決定、承認 し、これが83年3月 の法律第93号 「公

務員に関す る基本法」(16)に盛 り込まれる。

そもそも 「基本法」の目的は、公務員の賃金の抑制ならびに労働条件などの処遇を均質化す る

こと、そして公務員の生産性向上および公共サービスの効率化 を目指す改革にあった。後述す る

ように、その結果公務員の労使関係の性格 を変え、公共サービス部門の紛争を80年代末に集中さ

せ る起点 となる。その中ス トライキの自主規制の側面に関して、ボル ドーニャは次のように述べ

ている(17も労働協約改訂交渉の要件 として、ス ト権規制法の成立を労組側の申し立てによって、紛争

の合理化が志向されたこと。部門およびより下位 レベルの紛争管理に対 して、三大労組の調整・制

御の役割を強化する傾向。 ミクロレベルの紛争制御の手続 きを労働協約に盛 り込む規定である。

労働者の代表であることを自他 ともに認める三大労組が、志向 していたネオ ・コーポラティズ

ムを具体化する道である。 と同時に 「基本法」成立の主導的役割を三大労組が担い、かつ規制の

対象が自らの組合員に限定 されることでも明らかなように、自らの代表性を確認す る証 しでもあ

った。また、この代表性の指標である組合組織率の増大は、かつて(70年 代 中葉以前)は 紛争へ

の動員を促進する要因であったが、第四期以降は反対にマイナス要因、すなわち紛争を制御する

機能へ と変化 したことを実証 している。

法的規制の第二段階は、本稿 テーマの中心である87年7月 の鉄道COBASに よる一連の紛争の

最 中に始まる。まず三大労組の中、UILが 自主規制の失敗 と法的規制 を求める見解 を公式に表明し

たが、この時点ではCGILお よびCISLは 、未だあらゆる規制に反対の立場であった。鉄道部門のみ

ならず広範な公共サー ビス部 門の紛争が集中するこの半年の間、三大労組間、そして三大労組、

COBASを 含むその他の労働勢力、政府、使用者 としての省 との間で、個別の紛争処理 とともに法

規制に関す る協議、交渉や取引が行われた。87年11月 末、三大労組は各々の基本的姿勢 を依然 と

して堅持 しつつ も、政府に対する統一見解 を速やかに表明する努力をはかると同時に、統一見解

の策定を11人 からなる法学者グループに委嘱した。その後 も曲折 を経て、88年1月 中旬には、政

府および上院労働委員会に対する提案 として三大労組の合意が成立し(18)、同7月 下旬、「ス ト規制

法」(19)案は上院を通過する(90年6月 発効)。

「ス ト規制法」成立には、 トレウが 「文化的跳躍」(2°)と呼ぶ三大労組の変節が大きく寄与して

いる。それでは何故、UILに 始まる変節が起 こったのか。もともとその有効性に疑問はあったが、

83年 の自主規制法(「 基本法」)は、繰 り返 し押 し寄せ る紛争の波に直面 してその効力 を皆無にし

た。それは第一に、市民に対す る 「市民協定」 としての機能 を喪失 したこと。消費者であ りサー

ビスの受給者である市民に対す る信頼を無にしたことを意味する。第二に、その紛争の発信が三

大労組を自己の代表 と認知 しない人々によって担われている。すなわち三大労組の代表性(お よ

び代表能力)に 社会的疑義が生 まれたこと。第三に、この代表性は紛争制御機能の及ぶ範囲であ

ることを意味す るので、三大労組のこの機能が著 しく低下 した。あらゆる機会に指摘 され る三大

労組の危機は、この点に収斂 している。

83年 「公務員に関する基本法」が三大労組の代表性の確認の結果 として成立 したのに対 し、「ス
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ト規制法」は三大労組の喪われゆ く代表性の回復を目指 してのそれであるといえる。

ここで 「基本法」の全般的性格に話 を戻す ことにす る。「基本法」は、民間部門では70年 「労働

者憲章」が保障した職場における労働組合の権利 と自由を公共部門に適用 した(21)。労働組合の自

由の行使 に対する何 らかの制限を加える使用者には罰則 を付与す ることにより、企業内の労組の

代表権の役割が承認された。50年 代には民間部門と公共部門との労働関係の規律が明確に区別さ

れていた。60-70年 代前半は、公共部門ではインフォーマルな形でしか団体交渉は存在 しえず、

労組勢力は実質的に使用者 としての政府に対 し圧力集団を構成するに過 ぎなかった。 そして、75

年に団体交渉 を通 した労働条件の決定権が公的に認め られたが、団体交渉は非定期的に しか もま

れにしか開かれなかった。「基本法」は、民間部門なみに3年 毎の実施 を規定 し、かつ団交事項 と

法律規定事項 を区別 した(22)。

ボル ドーニャは、「基本法」成立 を支 えた三大労組の代表性の論理 を組織的合理化 と団体交渉の

集権化への強力な衝動であると論 じる(23)。組織的には、資格(職 種)に 基づいた組織編成から急

速に工業型の大衆的組織への転換が図られる。また、労使交渉の集権化 は、当然の結果 として公

務員全体の処遇の同質化 をもたらす。かつての労使交渉の単位は、職種の数に勝 るとも劣 らない

ほど断片化 していたが、79年 には12部 門に統合 され、「基本法」はさらに8区 分への再統合 を可能

にした。さらに、この8区 分 を単位 とした部門毎の団体交渉は、公務員共通の制限を決定す る全

部門交渉による協定が優先 し、これに調整される。 ・

しかし、公共部門におけるとりわけ経済的事項に関す る団体交渉では、民聞部門と異なって、

組織が大規模な産別組合は弱小組合に比べて、必ず しも有効かつ有利な結果 をもたらさない。逆

に、一定の枠内での国家予算の配分(ぶ ん取 り合戦)に 対して、協約改訂(賃 上げ)の コス トが

低 く抑えられ る小規模組合の方が よりよい条件 を引 き出す可能性をもつ。成員の利害の調整 と要

求の正当性の説得を必要 とする団体交渉単位の大 ぐくり化、そして、3年 毎の全部門および産別

交渉が中心的役割を担 う労使関係の集権化へのプロセスとは全 く逆に位置す るメカニズムが働い

ていた。

78年 の 「EURの 転換」(25)を起点 とするネオ ・コーポラティズム型モデルを公共部門に導入する

ことを、公式に承認 したのが 「基本法」であるといえる。工業部門の主軸 となるブルーカラー労

働者 と異なって、公共部 門の従事者は、職業、職種の点でもその要件 となる学歴 ・職業訓練の点

でも極めて多様である。また、同一職業、職種の者であって も職場が地域的に分散 している。 し

たがって、かれ らの利害 とアイデンティティを包括 して収斂の方向に向けるのは決 して容易では

ない。 このよ うに、公務員の存在そのものお よび利害の断片化、細分化が、それらを代表す る組

織 も断片化、分断化する方向に向かうのは必然 といえよう。

図3公 共サービス部門における労働組合組織率
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CISLへ の復帰を許 したことがわかる(34)。とくに得票率の低下が著 しかったCOBASは 、運動体 と

しての存続を求め恒常的な組織体への形成を否定 していることに大 きく由来すると思われるが、

91年選挙に全 く取 り組 まなかった。 これは、かれらの既成労組に対す る批判の一つが労働協約改

訂時以外の 日常活動 を行わない点であることか らす ると、COBASの 自家撞着の一つである。

先に挙げた特質 とは、既成労組に対する批判 と不信任、その結果、既成労組を自己の代表者 と

して認めないことの表明である。かれらの批判の対象 となる既成労組には、三大労組のみならず

独立組合SNALSも 含 まれる。SNALSは 、限定された同質的な少数者 を代表 していた多数の断片

化 した組合が合同して大組織 となったと同時に、協約改訂交渉では三大労組 との共闘が組 まれる

ようになったか らである。このような大労組の集権化に ともなう官僚主義化および民主主義の欠

如への批判は、単に組織構造およびその管理運営の問題に留まらない。

CGILか らの脱退その後のCOBASの 結成の基本的動 因は、三大労組の協約改訂案への反対にあ

るが、それは、83年 「基本法」の成立によって規定される。すなわち、典型的な年功賃金システ

ムから極小ではあるが刺激給部分の導入へ転換 したこと。そして、在職教員に対す る研修制度確

立 を目的 とした教員の 「教育者」職位の創設を認めたことの2点 である(表3)。 賃金制度の合理

化、公共サービスの効率化および人的資源の有効利用 を目指す公共部門の改革、すなわち民営化

privatizationへ の第一歩であった。市場原理(競 争)を 導入することにより、人的資源の生産性 を

向上 させ、フレキッシビリティ度を高めることにある。

表3教 員各組合およびグループの要求(87-8年 労働協約改訂時)

三大労組 SNALS COBAS GILDA

賃 金 一部に刺激給制

の導入
現行通 り(勤 続
年数による自動
昇給制)

現行通 り(60万

リラの同一昇給)

現行通り(大 学
助教授の70%に
相応する額)

勤務時間
(授業時間)

24・18・18-15時

間

全 レベル18時 聞 全 レベル18時 間

(授業外) 現行の改善 月間10時 間 年間100時 間

研 修 「教育者」制度の
新設

3年 毎 に2ケ 月

のサバティカル

(大学)

大 学でのサバテ

イカル ・イヤー

(有給)

大 学でのサバテ

イカル ・イヤー

(有給)

1学 級の生徒

数

20人(含 障 害者

の場合15人)

20人(含 障害者

の場合15人)

「基本法」の全部

門協定の廃止

「基本法」の廃止 幼稚園から高校
まで教員身分の
同一化

これに対 するCOBAS-GILDAの 要求は、「年功賃金に基づ く全員に平等な大幅賃上げ」、「有給に

よる大学での研修」である。2点 目について、特別手当が支給され る 「教育者」ポス ト(学 校毎

に2名)の 設置は、管理職(校 長)を 除 くと単一職位である現状に、階層分化、中間管理職の導

入をはか り、そのポス トを巡って教員間に競争をもたらすと主張 した。 このように、出発点にお

ける反対、 批判の内容は、極めて防衛的であった。政府一三大労組が協力 して推進する改革が結

果する変化 に対 して、現状維持 を固執 している。その後、かれ らの要求 ・主張の立脚点 を職業的

同質性 とそれを基礎 にした職業内集団全員の平等主義に求めたのである。ちょうどそれは、60年

代の工業部 門において、技術革新 とそれに伴 う労働過程および組織の合理化が熟練=年 功秩序 を
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崩す状況に反対 した熟練工の立場 と共通する。

イタ リアの識者の間では、COBASの 主張は全て、70年代に三大労組が推進 してきた工業部門の

ブルー カラー労働者第一主義に基づ く 「平等主義」および 「所得の平準化」に対す る異議 申し立

てとして理解されている。第一に、経済的かつ社会的地位が上昇したブルーカラーに反して、大

幅に喪失したその地位 を回復 し、第二に、専門職 としての専門能力の正当な評価 とそれにふさわ

しい処遇を求めることにある。このような回復 を必要 とす る現状に追い込んだのが、三大労組で

あると。確かに、分裂後のGILDA、 同時期に展開された機関士、勤務医(35)の集合行動はこの解釈

が該当する。教貝COBASの 場合は準拠の対象 をブルーカラーではなく、自分達の過去においてい

る点がその他のグループ と異なる。

「平等主義」、「所得の平準化」そして職業的専門性の過小評価 に関して、三大労組 を激しく批

判、攻撃するのは、独立組合SNALSの 方が より強力である。ここか ら、COBASもSNALSも 共

に、採用する戦術 と結合 して、「特殊主義」や 「個別主義」 と評される。COBASは 、組織の官僚

主義化、「基本法」の実質的承認(三 大労組 との共闘)の 点でSNALSを も批判の対象にしたこと

は先に述べたが、この点に関 して相違 はないのだろうか。

専門性の評価については、COBASとGILDAの 相違(36)はあるが、共通点は他の産別 とは区別さ

れた教員産別 自体の(再)評 価 を求めていることにある。COBASが 主張する賃金平等化の範囲は

あ くまでも教員に限られる。 しかし、産別内の個別的評価、個人の能力や責任に対す る評定は、

拒否の対象 となる。団体交渉への 「基本法」適用は、教員産別の利害 より全公務員の利害あるい

は政治から逆規定された利害が優先され るが故に否定す る。それに反して、独立組合は旧来のハ

イアラーキカルな社会秩序 を基礎にした産別 内外の序列化 を求める。 したがって、「平等主義」の

基礎であるブルーカラー労働者第一主義 も両者では異なる。自らをホワイ トカラー、中聞層の代

表 と自認する独立組合は、反 ・労働者および反 ・三大労組(そ の代理人)の 立場が明確 である。

自己の地位 を脅か したと感 じる「平等主義」、ホワイ トカラーの賃金 と威信を犠牲にすることによ

ってブルーカラーの賃上げと社会的地位の向上 を目指す階級的労働運動へのアンティである。工

業のブルーカラーの利害 を一般的利害に置き換え、その他は切 り捨てられた と。COBAS-GILDA

は、経済 ・社会的な地位低下の結果、救済され るべ き対象が 自分たちであると主張することに終

始する。

三大労組の組織運営に対す る批判は、個別 の産別労組の利害および特殊性 を切 り捨てて、最大

公約的な全般的利害 を優先 させ る路線に対す る反対の反映である。 これは二つの要因が複合 して

いる。一つには、保護の対象は常に工業部門のブルーカラーであ り、その対象外にあったホワイ

トカラーの社会 一経済的が限 りなく低下 して しまった。二つには、83年 「基本法」の制定による

公共部門のネオ ・コーポラティズム化である。分断化 していた組合が産別レベルで統合され、次

いで公務員 とい う一般的利害が優先されるメカニズムが生み出された。このメカニズムの下で非

効率 ないしは安定性の代名詞であった公共部門および公務員の改革が開始される。民間部門、市

場の論理の導入を進めることにある。 これ ら両側面の推進軸が三大労組であった。一つ 目の要因

が水面下で醸成されつつ、二つ目の要因によって爆発 したのである。次に、発酵の土壤を培養 し

た要因について検討 してみよう。

5.社 会一経済的地位低下と相対的剥奪

COBAS-GILDAは 、「凋落その ものの、あるいは少なくともその附加的原因をもたらした(三大)

労組の戦略 に直面 した、過酷な地位低下を被 った半専門職」(37)の反乱であるのか。GILDAの 女性

リーダーは、教員職 を 「低所得の故に、既婚女性のアルバイ トには最適かもしれないが、世帯主
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の男性には何等の魅力 もない職業になった。一一一乳母 と家庭教師の中間的存在 として社会的評

価 も低いB級 の職業」(38)であると主張する。

まず、教員(39)の労働条件 ・環境について検討 してみよう。70年 代には、人口学的要因にもとつ

く義務教育対象者の肥大化、教育の大衆化による幼稚園、高校および大学の生徒、学生の増大化

が現出した(4°)。この生徒 ・学生数の増加に対応して、前節で述べたように教員の第二世代は正規

の教員資格取得試験の枠内外から多数採用され、 しか も正規雇用でない非常勤教員が急増 した。

表3よ り、非常勤教員の比率は77年 の中学校 および高校 で最 も高 く、85年 以降は中学校 で1/4以

下、高校で半減 してはいるが未だ著 しい割合 を構成 している。生徒数の増加 に伴って教員数は70

年代末か ら80年代初めに増加す るが、その後の生徒数の減少によって教員数(小 ・中学校)は 停

滞局面に転 じたものの、教員過剰時代に突入 した。同表の教員一人当た りの生徒 ・学生数の時系

列変化をみると、一 目瞭然である。全 レベル平均75年14.0か ら87年10.4(小 学校18.5か ら11.5、

中学校11.2か ら9.2、高校10.8か ら10.3)(41)へと激変 している。今後、過剰がさらに深刻 になるた

め、文部省は非常勤の正規化 を認めようとはしない。

COBAS-GILDAは 、この非常勤問題を一つの異議申し立ての対象 とする。両者 とも資格取得(ま

たは同等 レベル)後 の実習(試 用期間)を1年 間に限定するよう求める。 とくにGILDAの リーダ

ーである女性英語中学校教師は、70年 に資格取得試験外によって非常勤になりそのまま今 日に至

る(42)。かれらの集合行動への同調者が、非常勤比率が中 ・北部に比べて高い南部に多いのはこの

ためである。非常勤には女性が多い。万国に共通する教員の女性化は、 イタリアではとくに顕著

であ り、性別隔離がさらなる隔離 を呼んでいる。女性の比率 は71%(職 員 を含む)に 達 してい

る(43)。とりわけ、非常勤の地位が経済的 自立と両立 しないことにかれらの問題点がある。

労働協約に定め られた教室における授業時間は、週当た り幼稚園:30時 間、小学校:24時 間、

中学 ・高校:18時 間である。さらに、前回労働協約(85-6年)で は、授業以外に従事すべ き最

低 ・学校業務 時間が年間210時 間、月間3時 間の残業が課せ られ るようになった。 これに対 し

COBASは 、全レベル共通に授業18時 間および授業以外の業務月間10時 間、GILDAは 、18時 間お

よび年間100時 間を要求する。従来、勤務時間を授業時間のみで判断しがちな世論は、教員の優遇

された労働条件 をや っかんだ り、批判することが しばしばあったが(確 かにヨーロッパでは一、

二を争 う短 い勤務時間である)、COBAS-GILDAは 一連の集合行動に父母、生徒そしてマスコミを

巻き込み、世論の同調をえることに成功 した。授業以外の規定された業務(教 員会議、教室評議

会や父母 との面談)の 他に、授業準備、課外活動の参加などが正当に評価 されず、教員のボラン

ティア活動 として行われてきたと主張する。これが、かれらの職業的専門性 として表現される「非

定型性」および大幅な賃上げ要求の根拠でもある。使用者はボランティアではな く、従来の分 も

含めて正当に支払 うべ きであると(44)。

教員の経済的条件に 目を向ける前に全体の動向を概観 してみたい。 イタリア経済が未だ不況局

面にあった80年 代前半(81-5年)の 年平均賃上げ率は、第二次産業ブルーカラー+1.28%、 ホ

ワイ トカラー-0.64、 公務員+1.62で ある。75年 に改訂されたスカラ・モー ビレscalamobileと 呼

ばれる指数賃金 システムは、全産業レベルにおける賃金の平準化への道を補強したが、83年 に続

いて85年12月 の政府 一総連合(三 大労組)間 の中央協定によって再び著 しい改訂 をみた。 と同時

に、第二次産業における使用者側の攻勢一組合側の譲歩(賃 上げの抑制)と 相 まって、80年 代半

ばには、賃上げ幅に占める物価調整に基づ く割合が減少する(全産業平均60%か ら40%へ)。 さら

に産業間、産業内の賃金格差differentialの幅が拡大 し、80年 代後半には一層その傾向が著 しくな

る。すなわち、70年 代の賃金平準化に逆行する賃金格差への復帰が進行 し始め、ホワイ トカラー

および公務員の賃金水準が回復 しつつあった(45)。
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図4教 員の所得及び生活費の推移

図4に 示 した通 り、教員の実質賃金の変化率は80年 代に悪化 し、85年 にはそのピー クに達 して

いる(公務員平均でもほぼ同 じカーブを描 く)。先に示 した全体 の動向から、実質賃金の低下はか

れらが比較対照とする工業部門のブルーカラー も例外ではない。 しかし、教員の所得は、労働省

の委員会報告による公務員の所得 ランキングでは、世論が決 して信用 しないほど低 い(46)。30年前

の文科高校のラテン語 ・ギリシャ語教 師の所得は、勤続18年 で大学教授のそれ と1:1の 関係で

あったのが、1:4に なった。同様 に、中・高校校長は、守衛職 との関係が3:1か ら1.3:1に

下落 した という。 リッチャルディ/ト レウは、その低所得の理由を容易な入職条件(47)に求め る

が、説得力のある説明とはいい難い。

三節で述べ たように、教員産別 は公務員の中では規模が大 きく(公 務員全体の約1/3)、 したが

って賃上げコス トが高 くつ くため、使用者である政府は賃上げ要求に対 して非妥協的であろうと

する。文部省予算に占める93.1%が 人件費であり、教員および管理職(大 学も含む)の それが69.7

%で ある(86年)。 しか も、国家予算に占め る文教 費の割合は、この15年 間に1/2に 減少している。

他方、短い勤務時間や年金制度上の優遇措置(48)などは、何故可能であったのか。容易 な入職条件

との相殺ではなく、断片化 していたが、政党 との太いパイプ をもつ独立組合や三大労組によって、

低賃金への固定化 を埋め合 わせてきたと考 えられる。

83年 「基本法」成立後初めて締結 された労働協約(85年)は 、上にみたように、はっきりと所

得および勤務時間などの労働条件 をこれまで以上 に悪化させたのである。時あたかも長い構造的

不況の トンネルを くぐり抜け、「イタリア経済の第二の奇跡」 と呼ばれる時期(85-88年)に あ

り、新たな賃上げの期待 を誘発 していた。 しかし、三大労組の87-8年 労働協約案はその期待 を

充足す るどころか、刺激給および中間管理職 ポス トの新設など、かれらの価値 とは相入れない制

度が導入され ようとしていた。ここにかれ らの不満の根元があるように思われる。

職業間の差異の上にたって主張された職業内平等主義は、工業部門のブルーカラーを準拠に し

た相対的剥奪ではなく、かれら自身の経済的および社会的地位の低下 と結合 したのである。
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6.お わ りに

83年 「基本法」の制定によって、公共サービス部門の労使関係および団体交渉はネオ ・コ ゜._;一}一

ラティズムを目指 して集権化 し、かつ、行政改革に向けた組織的効率化のために市場の論理が導

入されようとした。「低所得 であるが、安定 した雇用」(49)として、一面では諦念 し他面では安心し

ていた多くの公務員は、 この急激な変化 を受け入れることができなかった。諦念は怒 りとなりさ

らに異議申し立てに転化 し、安心は防衛の対象 とな り、さらに過去の経済的補嗔の要求 として表

現 された。異議 申し立ての対象は三大労組であった。防衛の拠点は、同質的職業の範囲における

職業内平等の処遇であり、そして他の職業、職種の利害を一顧だにしない点は、かれらに共通し

た特徴 である。特定の資格 ないしは技能、技術を要する専門職集団においてCOBASは 誕生 してい

る。GILDAを はじめ とした多数は、防衛の準拠 を外集団のブルーカラーに求めたが、一部(教 員

COBAS)は 自己の過去に求めた(自 己剥奪)と いう相違があることを、再三強調 しておきたい。

88年6月 に締結された教員の労働協約(三 大労組、SNALS、GILDAが 調印)は 、三大労組の

協約案に もとついて年功制の一部廃止 と刺激給の導入がなされた。 しかしまた、従来にない大幅

な賃上げが実現した(5°)(図4参照)。89年 には、政府および三大労組双方から 「基本法」改正案が

提出され、その政府案は教員 も含む公務員の労働関係の一層のprivatizationの 推進が骨子 となっ

ている(51)。「ス ト規制法」によって設置された 厂保障委員会」(法施行の管理)が 、事前に介入あ

るいは調停がなされ、争議が回避された事例が報告 されているが、他方でス トライキも起こって

いる。法の評価にはさらに時間の経過 を要する。労使紛争の減少は、 まず、労使関係の安定に依

存するが、争議の回避には仲介、調停および斡旋などの諸制度の整備 とも深 く関係する。 しかし、

それはコン トロールの問題ではないことは既に明 白である。

行政改革の一環 として、学校のprivatization(経 営 ・管理の独立化)、 学級の統廃合、閉鎖(2

年間で56,000学 級の削減)。それに伴 う余剰人員の整理が発表にな り、一部は既に実施 されている

(94年度予算法などにもとつ く)。93年9月 の新学期 よりこれらに対する反対運動が展開されてい

る。

最後に、COBASに 代表される公共サービス部 門の労使紛争の多発化 に関する紛争発信者側の

主観的要因として、ボル ドーニャは、オルソンの 「フ リー ・ライディング」(52)freeriding概念に

よって説明す る。村上泰亮のコンサマ トリー化、尖鋭化、多様化 を特徴 とする「コンサマ トリー・

ラディカル」(53)概念が、説明力をもつか否か をも含めて次稿で検討 したい。

(注)

(1)S.Meredeen,ManagingIndustrialConflict,Hutchinson,1988,pp.247-279;G.Baglioni/C.

Crouch(ed.),EuropeanIndustrialRelations,SAGE,London,1991.;B.S.Coopeer(ed.),Labor

RelationsinEducation,GreenwoodPress,N.Y.,1992;M.Regini(ed.),TheFutureofLabour

Movements,SAGE,London,1992.

(2)1960年 代 末 に お け る ヨー ロ ッパ 諸 国 を揺 る が した 社 会 運 動 の 中 で 、イ タ リア で は69年 秋 に そ の ピ ー

ク を迎 え る。 学 生 運 動 、 北 部 イ タ リア の 半 ・不 熟 練 労 働 者 を 中 心 と し た 異 議 申 し立 て運 動 。

(3)CGIL(旧PCI共 産 党 系)、CISL(DCキ ・リ ス ト教 民 主 党 系)、UIL(主 にPSI社 会 党 系)現 行 勢 力 は

(注)31を 参 照 の こ と;「 熱 い 秋 」以 前 は 、 各 労 組 の イ デ オ ロ ギー 的 対 立 、 分 立 が 激 しか っ た が 、72

年 統 一 化 が は か られ 総 連 合 を 結 成 す る 。 統 一 した 力 を背 景 に、75年 ス カ ラ ・モ ー ビ レの 改 訂 をか ち

取 る が 、83年 再 び ス カ ラ ・モ ー ビ レ に 関 す る使 用 者 団 体Confindustriaへ の 譲 歩 を め ぐ っ て 分 裂 す

る。

(4)1980年9月 、 フ ィ ア ッ トFIAT社 に よ る1万4千 人 を対 象 に し た 一 時 帰 休 お よ び 解 雇 の 発 表 に 対

し、FLM(三 大 労 組 統 一 の 金 属 機 械 産 別 労 組)が 組 織 し た 無 期 限 工 場 占 拠 へ の 抗 議 デ モ(フ ィ ア ッ
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ト社 の ホ ワ イ トカ ラ ー とそ の 家 族 が 参 加)を い う。

(5)以 下 の 時 代 区分 は 、多 くの イ タ リア の 研 究 者 が 採 用 し て い る が 、主 に 次 の も の に 依 っ た。G.P.Cella,

Tipologiaedeterminantidellaconflittualita;L.Sordogna,Tendenzeneo-corporatisteetrasfor-

mazionidelconflittoindustriale,inG.P.Cella/M.Regini(ed.),IZconflittoindustrialeinItalia,it

Mulino,1985.

(6)L.Bordogna,ibid.,pp.179-188.

(7)ネ オ ・コー ポ ラ テ ィ ズ ム お よ び 政 治 的 交 換 概 念 に つ い て は 次 を参 照 。 シ ュ ミ ッ ター/レ ー ム ブ ル ッ

フ編(山 口定 監 訳)、 『現 代 コー ポ ラ テ ィ ズ ム1・II』 、 木 鐸 社 、1984;ゴ ー ル ドソー プ 編(稲 上 毅 他

訳)、 『収 斂 の 終 焉 』、有 信 堂 、1987;真 柄 秀 子 、 『西 欧 デ モ ク ラ シー の 挑 戦 』、 早 大 出 版 部 、1992。 ネ

オ ・コー ポ ラ テ ィ ズ ム と紛 争 との 関 係 に つ い て は 、C.Crouch,TheFateofArticulatedIndustrial

RelationsSystems,inM.Regini(ed.),op.cit.pp.169-187.

(8)L.Bordogna,op.cit.,p.197.

(9)A.Accornero,Laterziarizzazionedelconflittoeisuoieffetti,inG.P.Cella/M.Regini(ed.),op.

cit.,pp.284-5.

(10)A.Accornero,ibid.,pp.285-6.

(11)A.Accornero,ibid.,pp:282-4.

(12)T.Treu,Laregolamentazionedeiconflittidilavoroneipaesidellacomuriitaeuropea,inG.P.

Cella/M.Regini(ed.),op.cit.,pp.232-3.

(13)T.Treu,ibid.,pp.207-223;M.Shalev,TheResurgenceofLabourQuiescence,inM.Regini(ed.),

op.cit.,pp.107-115.

(14)T.Treu,LaLeggeperlaregolamentazionedellosciopero,inCESOS,Lerelazionisindacaliin

Italia:Rapporto1989-90,Ed.Lavoro,1991,p.189.

(15)L.Sordogna,op.cit.,p.19T-2.

(16)「 基 本 法 」は 、 公 務 員 の 労 使 交 渉 を よ り透 明 に 、拘 束 的 に す る こ と を 目的 とす る。 そ れ は 、法 律 や 規

制 に よ る拘 束 が 弱 ま っ た 故 とす る 。ス ト規 制 に 関 し て は 、15日 を下 回 ら な い 事 前 予 告 の 義 務 。 憲 法

で 保 護 さ れ る権 利 と価 値 を保 障 す る た め の 不 可 欠 なサ ー ビ ス の 継 続 の 条 項 。罰 則 は 、労 使 交 渉 の 対

手 で あ る こ と を否 認 さ れ 、 交 渉 の テ ー ブ ル に 就 け な い 。

(17)L.Bordogna,ibid.,p.192.

(18)CESOS,Rappos-to1987-88,Ed.Lavoro,1989,pp.171-2.

(19)10日 前 の事 前 予 告 。 労 働 中 断 の 期 間 の 明 示 。 不 可 欠 公 共 サ ー ビ ス の 提 供 を確 保 し う る措 置 を と る。

(20)T.Treu,ibid.,p.204.

(21)A.Stancanelli,Lariformadelrapportodilavoronelpubblicoimpiego,inCESOS,Rapporto

1990-91,Ed.Lavoro,.1992,pp.250-1.

(22)A.Stancnelli,ibid.,p。237.し か し、 「基 本 法 」 に よ っ て も団 体 交 渉 で 調 印 さ れ た 協 約 は大 統 領 令 と

し て 公 布 さ れ ね ば な らな い 。 「基 本 法 」 は 公 共 部 門 の 労 働 関 係 を 民 間 部 門 の そ れ に 近 接 化 させ た が 、

こ の 点 が 両 者 の 基 本 的 な 区 別 を も た ら し て い る との 見 解 も あ る。 ま た 、公 共 部 門 に お け る賃 金 お よ

び労 働 条 件 の 決 定 の 団体 交 渉 化 は 、60年 代 以 降 、 各 国 に 共 通 す る傾 向 と の 指 摘 が あ る(T.Treuet

al,PublicServiceLabourRelations,ILO,1987,pp.14-18.)o

(23)L.Bordogna,L'azionesindacalenelpubblicoimpiego,inProspettivasindacale,n.71,1989,pp.

63-4.

(24)S.Turone,Ilsindacatonell'ltaliadelbenessere,Laterza,1989,p.113.

(25)「 国 民 的 連 帯 」を 目指 す ア ン ドレ オ ッ テ ィ 内 閣(76-9年)中 に 開 催 され た 総 連 合 の 大 会(78年2月)

を 指 す 。「熱 い 秋 」以 降 の 三 大 労 組 の 戦 略 で あ っ た経 済 領 域 の 賃 上 げ と政 治 領 域 の諸 改 革 の 同 時 的 追

求 を放 棄 し、経 済 領 域 を政 治領 域 に 従 属 さ せ た とみ ち れ た 戦 略 転 換 が 承 認 され る。政 治 の 中 央 レベ

ル の 主 要 な 行 為 者 と し て 、マ ク ロ 経 済 政 策 の 意 志 決 定 過 程 の 参 加 を 目指 し た 。よ り下 位 レベ ル(産 業

別 、地 域 別 、企 業 別)の 組 合 組 織 と労 使 関 係 に 対 す る 中 央 レベ ル(総 連 合)の 調 整 と コ ン トロ ー ル 機 能

が 公 式 に承 認 され た 。
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(26)S.Turone,op.cit,.p.110.

(27)B.Webb,EnglishTeachersandtheirProfessionalOrganizations,NewStatesman,25Sept:/2

0ct.1915.

(28)M.Riccardi/T.Treu,inB.S.Coopeer(ed.),op.cit.,p.199.CONFSAL(注29参 照)の 書 記 長 に よ れ

ば 、80年 代 初 め に は そ の 数 は約40組 合 と い う(R.Armeni,(TliExtraconfederali,EdizioniLavoro,

1988,p.62.)a

(29)三 大 労 組 の 中 で は 、CISL、 と りわ け そ の 小 学 校 教 員 組 合SINASCELの 勢 力 が 強 い 。SNALSは カ ソ

リ ッ ク系 の 中学 校 教 員 に最 も支 持 基 盤 が 強 く、 政 党 関係 で はDC(キ リス ト教 民 主 党)と の 結 び つ き

が 緊 密 で あ る。 そ の 後82年 に は 、SNALSを 軸 にUNSA(国 家 公 務 員 組 合)FADEL(地 方 公 務 員 組

合)等 と と も に連 合CONFSAL(約72万 人)を 結 成 し、 独 立 組 合 の 連 合 で はCISAL(187万 人 、 地

方 公 務 員 中 心)、CONFAIL(99万 人 、 化 学 、 交 通 関 係 中心)お よ びCISAS(81万 人 、 保 険 ・医療 関

係 中 心)に 次 ぐ第 四 の 勢 力 とな っ た 。

(30)1.Fassin,IlfenomenodeiComitatidibasenelsettoredellascuola,inCESOS,Rapporto87-88,

pp.389-90;A.deLillo,Insegnantidiclasse.Leoriginisocialidichilavoranellascuola,init

Mulino,n.335,3/91,p.479.

(31)三 大 労 組 全 体 の 組 織 率 は 、 戦 後 直 後 の 組 織 的 統 一 期(-47年)に は60%を 数 え た が 、69年 厂熱 い 秋 」

直 前 ま で 減 退 の 一 途 を た ど り、66-7年 に は30%を 割 る。 そ の 後70年 代 末 を ピー ク(58%)に 上 り

詰 め 、 再 び80年(49%)か ら減 少 局 面 に 移 り、86-7年 以 降 は そ の 減 少 も停 滞 しつ つ あ る。

(A)三 大各労組組合員変化率

CGIL CISL UIL 全 体

組合員数(1990年)(人) 5,150,376 3,508,391 1,485,758 10,144,525

80-90年 変 化率(%)

全体(年 金生活者を含む) 12.0 14.7 10.3 12.6

就業者 一21
.6

一16
.1

一4
.1

一16
.6

雇用者 一21
.8

一19
.3

一1
.9

一17
.7

(B)三 大労組組合員の産業別構成比

農業 工業 営 利 サ ー ビ ス(1) 非営 利 サー ビス(2) 年金生活者 (%)

・:1 12.0 37.3 14.3 15.6 18.2 100.0(3)

1987 7.6 26.9 13.3 15.4 33.3 100.0

1990 7.0 24.2 12.5 14.2 38.4 100.0

(84.6)(41.7)(24.1)(48.2)()内 は1990年の組織率

(注1)商 業 、通信、交通、金融などが含 まれる。

(注2)全 公 務員が含 まれる。

(注3)こ こには掲げていない自営業者および不就業者 を含めて100%に な る。

表(A)か ら明らかなように、各労組 とも年金生活者を含む全体では80年 代 も増加 しているが、雇

用者 レベルでは減少が激 しくとくにCGILに おいてそれが著 しい。表(B)に 示す ように組合員に 占

める年金生活者の比率は、80年の18.2%か ら90年 の38.4%へ と倍以上に増加 している。CGILで は 同

24.0%か ら同45.7%へ と事態は一層深刻である。

(32)COBASお よびGILDAは 、 第II世 代 、と くに40才 代 半ばか ら30才 代 後半、69年 「熱い秋」および70

年代 の学生運動の経験 を有 し、「プロレタ リア民主主義」DemocraziaProletariaや 「労働者権力」

PotereOperaioな どの新左翼グループそしてCGILの 元 活動家が多い。CGIL内 に もかれらに呼応す

るグループが存在 した。全国の教貝5,000人 を対象に した調査結果によれば、学校や教員に対す る批

:1



判(教 授法の知識不足、生産性検証の欠除など)を受容す る層は、革新的な政治志向をもつ北部高校男

性教員である。(A.Martine11i,Immaginediunaprofessione,initMulino,n.335,3/91,pp.491-2)

(33)86年1月 以来、ローマの中学校お よび高校教員各 グループによる三大労組の88年 協約改訂案に対す

る批判行動が顕在化 しつつあった。同11月7日 、三大労組およびSNALSが 発令 した協約改訂のた

めの全国ス ト(参 加率は80-90%)に 参 加 したかれ らは、その約10日 後 、400名(な いしは600名)

の教員が参加 したといわれる初めての集会 を開き、翌87年1月 の第2回 目の集会においてCOBAS

協議 会 と命名 した。 しかし、早 くも同5月 には内部分裂が起 こり、同12月 にGILDAが 結 成 される。

すなわち同5月 、COBASに よ る文部大 臣との直接交渉の要求に対 して、「基本法」の規定に基づい

て代表者として承認された三大労組ないしはSNALSの 同伴を前提に応ずる旨の回答があった。こ

れに対 して、三大労組はCOBASの 動 員解除 と争議行為の中止を条件に同伴に合意 した。COBASは

これを拒否 したが、後にGILDAと して分裂す るグループはこの拒否に反対の立場 をとった。

87年5月 の成績評定 ボイコットは、学年末試験の実施が不可能になるため、試験予定 日以前にあら

か じめ採点 し、サービス享受者の生徒や父母への実質被害が及ばない方式であった。同25日 、ロー

マでのデモに4万 人を動員 し、翌88年5月7日 、COBAS-GILDAが 呼 びかけたス トライキには、南

部40%、 中部11.6%、 北部17.2%(教 育委員会調査)の 教員、学校職貝が参加 した。

(34)こ の得票数か らCOBAS-GILDAの シンパは、ローマ、ナポ リ他9都 市 を中心に20万 人 といわれる。

(E.Lombardi,COBAS-Unaspinanelfianco,SoveraMultimedia,1989,p.52.)こ の ような推

移からCOBAS現 象 として、歴史の上では括弧内に くくられる一時的現象 として見 る見方が強化さ

れ る。

(35)鉄 道 ・機関士COBASの 起 源は80年 に遡るが、三大労組および独立組合FISAFSの87-9年 労働協約

改訂(85年 法律第210号 に基づ く国鉄の民営化後初めての改訂)案 お よび労使交渉に反対 して、87年

1月 に開催 された集会によって産声 をあげた。この中心的活動家は全てCGILの 元組合員であ り、限

定 された職種ではあるがほとんどの機関士がかれ らに同調 して きた。行政改革の一環 として制度化

された 「全国医療 ・衛生サー ビス機構」Serviziosanitarionazionaleは 、 公務貝の身分 を有す る医

療 ・衛生従事者全体 を包括 し、「基本法」は他の7部 門と同様 に、医療 ・衛生部門 としてかれ らの賃

金、労働条件を一括 して中央交渉によって決定するようになった。これに対 し12組 織が医師連合を

結成 し(1986年)、 医師の団体交渉を部 門か ら切 り離すよう要求 した。結果、部 門内ではあるが独立

した団交が認め られた。

(36)GILDAは 、明確に教員 としての職業的専 門性の高い評価、そして仕事量、責任度や職業能力な どの

差別基準に基づ く賃金格差 を認める方向に変化 した。他方、COBASは 賃金格差を拒否 し、同一賃

金 を要求す る。COBASの 職 業的専門性に対す る考 え方は、不 明瞭である。 り一ダーのチェコッテ

ィは、ブルーカラー とホワイ トカラー との労働 の近接化、同質化が進行 しているこ とを挙 げ、機関

士COBASの 主 張をない ものねだ りと批判す る(E.Lombardi,ibid.,p.67,107.)。

(37)1.Fassin,op.cit.;p.403.

(38)R.Armeni,op.cit.,p.76.

(39)イ タ リアの教育制度は、5・3・5・4制 であ り、83年 現 行義務教育年限8年 の2年 延長を決定 し

た法律が可決されたが、未だに実施されていない。カソ リック系の極めて少数の私立学校 を除いて

その殆 どが国立である。幼稚園(3-6才)は 、国立、私立が並存 し、高校 レベルでは、70年 代 か

ら州、県立の実業高校が設立 された。したがって教員の大 多数 も、国家公務員 となる。生徒数 に占

める私立学校の比率は、幼稚園51.1、 小 学校7.7、 中学校4.5、 高校9.9(%)で あ る。

幼稚園および小学校:師 範学校(高 校 レベル、4年 制)終 了、中学校以上:大 学卒が各教員の学歴

要件であるが、第二世代か ら小学校教員 も大卒が増えている。教員志願者は、まず教員資格取得試

験(教 員の適性を審査)に 合格 した後、試用期 間として実習(代 用教員)を 経験す る(数 ヶ月か ら

数年 まで期 間は一定 しない。教員過剰期 を迎えた80年 代 に入 ると、その期 間はさらに長引 く傾 向に

あるため、クライエンテリズムを基礎 とす るコネが一層力をもつ)。 その後、正規雇用になるために

は再び試験に合格 しなければな らない。

(40)小 学校:1972年 、中学校:1977年 は各 ピー クを迎えた後減少 し、幼稚園、高校、大学:70年 代末に
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ピー クに 達 し以 降 ほ ぼ そ の ま ま停 滞 し て い る 。

(41)こ の 数 字 は 、都 市 部 や 僻 地 を も含 む 全 国 平 均 の 統 計 で あ る 。著 し い 地 域 格 差 は こ こ で も例 外 で は な

い 。 ま た 、 実 際 の_.室 当 た りの 生 徒 数 と も異 な る(85年 全 国 平 均 、 幼 稚 園18.4、 小 学 校13.7、 中

学 校21.0、 高 校22.6)。94年 度 予 算 法 の 試 算 に よ れ ば 、 教 員 の65,000人 が 余 剰 人 員 と い う。(la

Red)ubblica,93.9.15一 号)

(42)R.Armeni,ibid.,p.71-2.

(43)女 性 比 率 は 、 全 国 平 均 で 小 学 校9/10、 中 学 校2/3、 高 校1/2で あ り、 北 部 、 大 都 市 、 中 ・若 年 層 で と

くに 顕 著 と な る。本 文 で 述 べ た よ うに 、GILDAは リー ダ ー を は じめ 女 性 の 非 常 勤 教 員 に 影 響 力 を与

え て い る。89年 春 に ロー マ 南 東 部 に あ るCOBASの 事 務 所 を 訪 ね た 際 、 活 動 家 レ ベ ル の 女 性 の 割 合

は20%以 下 と の 返 答 で あ っ た。

(44)R.Armeni,ibid.,p.83.

(45)S:Negrelli/E:Sand,IndustrialRelations-inItaly;inG:Baglioni/C.Crouch(ed:);op.cit:;pa73-4.

(46)ち な み に 、COBAS運 動 を推 進 す る他 の 職 種 で は 、医 師 が 一 位 、機 関 士 は 四位 で あ る(R.Armeni,op.

C2t.,p.112,23.)。 ま た、14分 野 の 各 産 業 別 平 均 で み る と11番 目、職 務 レベ ル 平 均 で は12番 目、勤 続

平 均 で は9番 目 で あ る(M.Ricciardi/T.Treu,op.CZt.,p.202.)

(47)厂(教 員)職 へ の 容 易 な ア クセ ス は 、 低 賃 金 、 地 位 の 低 下 、 そ れ に対 応 す る低 レベ ル の 質 の 管 理 や 業

務 遂 行 、短 い 勤 務 時 間 と相 殺 され て き た 。 しか も教 員 の 多 くが 、 まず 非 常 勤 で 入 職 し た後 正 規 雇 用

とな る た め に、 せ い ぜ い 「半 専 門 職 」 的 態 度 しか 生 まれ て こ な い 」(M.Ricciardi/T.Treu,ibid.,p.

202.)。 正 規 の 教 員 資 格 取 得 試 験 外 で 採 用 さ れ た 者 の 比 率 は 、中 学 校52%、 高 校47%で あ る(A.Mar-

tinelli,op.cit.,p.484.)o

(48)公 務 員 は 、勤 続20年 で年 金 受 給 の 資 格 が 発 生 し、民 間 部 門 に 比 べ て 有 利 な 条 件 に あ る。大 卒 教 員 は

さ ら に 、9年(大 学 就 学 期 間4年+特 別 報 償5年)が 短 縮 さ れ 、11年 で 受 給 資 格 が 与 え られ る。 し

か も 、受 給 額 の 格 差 が 小 さい職 種 で あ るの で、教 員 の86%が 定 年 前 に 退 職 す る(CENSIS,Educazione

Italia'86,F.Angeli,1987.)o

(49)CorrieredellaSera,14sett.1988.

(50)実 態 と し て 賃 金 の年 功 カ ー ブ は 殆 ど変 化 は な く、 全 レベ ル の昇 給 率 は61-70%で あ る 。

(51)A.Stancanelli,op.CZt.,p.240.92年10月 、 「医 療 、 公 勤 務 、 社 会 保 障 、 地 方 財 政 に 関 す る規 制 の合

理 化 お よ び 改 訂 」に 関 す る、 政 府 に 対 す る委 任 立 法 に盛 り込 ま れ 、 さ ら に93年2月 に 法 制 化 に 至 っ

て い る(『 海 外 労 働 情 報 』,no.198,feb./93,pp.46-51.)。

(52)L.Bordogna,Unitaerelazionisindacalinelpubblicoimpiego,inProspettivasindacale,no.70,

12/1988,Rosenberg&Sellier;オ ル ソ ン(依 田/森 脇 訳)、 『集 合 行 為 論 』、 ミ ネ ル ヴ ァ 書 房 、

19830

(53)村 上 泰 亮 、 『産 業 社 会 の 病 理 』、 中 央 公 論 社 、1975、p.133。
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